
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加領郷小学校閉校跡施設運営事業 

公共施設等運営権実施契約書 

（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年 月 

奈半利町 

 



 

 

公共施設等運営権実施契約書(案) 

 

１ 事 業 名 加領郷小学校閉校跡施設運営事業（以下「本事業」という。） 

 

２ 事業の場所 奈半利町甲 61番地１ 

 

３ 対 象 施 設 加領郷小学校閉校跡施設敷地、旧校舎棟、旧特別教室棟・教室棟、体育

館（プールを除く。）を運営権設定対象施設とする。（以下「本施設」と

いう。） 

 

４ 契 約 期 間 本契約締結日から令和 29年３月 31日まで 

 

５ 運営権対価 金○○円 

 

 上記の事業について、奈半利町（以下「町」という。）と【運営権者名】（以下「運営権

者」という。）は、各々対等な立場における合意に基づいて、次の条項によって公正な公

共施設等運営権実施契約（以下「本契約」という。）を締結し、信義に従って誠実にこれ

を履行するものとする。本契約を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印のう

え、各自１通を保有する。 

 

令和 年 月 日 

 

 所 在 地 高知県安芸郡奈半利町乙 1659番地１  

町 名 称 奈半利町  

 代 表 者 奈半利町長 竹 﨑 和 伸 ㊞ 

    

 所 在 地   

運営権者 
商号又は 

名 称 
  

 代 表 者  ㊞ 
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第１章 総則 

 

（目的及び用語の意義） 

第１条 本契約は、町及び運営権者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な

事項を定めることを目的とする。 

２ 本契約において使用する用語の意義は、本文中に特に明示されているものを除き、別紙

１に定めるとおりとする。 

３ 本契約における各条項の見出しは、参照の便宜のためであり、本契約の各条項の解釈に

影響を与えるものではない。 

４ 本契約で規定する法令等につき、改正又はこれらに替わる新たな法令等の制定が行わ

れた場合には、当該改正又は制定後の法令等が本契約に適用される。 

 

（契約の構成及び適用関係） 

第２条 本契約は、募集要項等、要求水準書及び運営権者の提案書と一体の契約であり、こ

れらはいずれも本契約の一部を構成するものとする。 

２ 本契約、募集要項等及び運営権者の提案書の記載内容に矛盾又は齟齬がある場合には、

本契約、募集要項等、要求水準書及び運営権者の提案書の順で優先的な効力を有する。た

だし、運営権者の提案書の内容が要求水準書に定める水準を超える場合には、その限りに

おいて運営権者の提案書が要求水準書に優先するものとする。 

 

（本事業の概要） 

第３条 本事業は、次の各号に掲げる業務及びこれらに付随し、関連する一切の事業及び業

務により構成されるものとする。 

 (１) 運営業務 

 (２) 維持管理業務 

 (３) 付帯事業 

２ 運営権者は、本契約、募集要項等、要求水準書及び運営権者の提案書に従い、本事業を

実施する。 

３ 運営権者は、法令等を遵守し、本契約及び本事業関連書類に従い、善良なる管理者の注

意義務をもって本事業を遂行しなければならない。 

 

（運営権者の収入） 

第４条 運営権者は、本施設を利用する者から収受する利用料金の額を定めるものとし、収

受した利用料金を収入とすることができる。また、運営権者は、本施設で製造した販売物

を販売し、自らの収入とすることができる。 
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（資金調達） 

第５条 本事業の実施に関する一切の費用は、別段の定めがある場合を除き全て運営権者

が負担し、本事業の実施に要する資金調達は全て運営権者の責任において行うものとす

る。 

２ 運営権者が本事業を実施するにあたり、財政上及び金融上の支援を受けることができ

る可能性がある場合は、町はこれらの支援を運営権者が受けることができるよう努める

ものとする。 

 

（許認可等及び届出・報告） 

第６条 運営権者が本事業を実施するために必要となる一切の許認可等は、運営権者が自

らの責任及び費用負担において取得及び維持するものとする。 

２ 運営権者が本事業を実施するために必要となる一切の届出及び報告は、運営権者が自

らの責任及び費用負担において作成し、提出するものとする。 

３ 前２項の規定による許認可等、届出又は報告の遅延、取消し又は失効により本事業の開

始が遅延又は不能となり、これにより町又は運営権者に生じた損害等は、運営権者の負担

とする。 

４ 町は、第１項に基づく運営権者による許認可等の取得及び維持又は第２項に規定する

届出及び報告について、運営権者が町に対して要請した場合には、法令等の範囲内におい

て必要に応じて協力するものとする。 

５ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、本事業を実施するために必要となる許認可等

の取得及び維持又は届出及び報告を町が行う必要がある場合には、町が自らの責任及び

費用負担において必要な措置を講ずるものとする。 

６ 前項の規定による許認可等、届出又は報告の遅延、取消し又は失効により本事業の開始

が遅延又は不能となり、これにより町又は運営権者に生じた損害等は、町の負担とする。 

７ 運営権者は、第５項に基づく町による措置について、町が運営権者に対して要請した場

合には、法令等の範囲内において必要に応じて協力するものとする。 

８ 運営権者は、第１項の規定に基づき取得及び維持を行った許認可等に係る書面の原本

を保管するものとし、町の要請があった場合には当該原本を提示し、又は当該原本の写し

を提出するものとする。 

９ 運営権者は、第２項の規定に基づき提出した届出及び報告に関する書類の写しを保管

するものとし、町の要請があった場合には当該書類の写しを提示し、又は提出するものと

する。 

 

（保険の付保等） 

第７条 運営権者は、本事業の事業期間において実施方針に基づく事業内容に即した第三

者賠償責任保険その他の保険に加入しなければならない。ただし、町の所有に係る建築物

については、町の負担により火災保険（建物災害共済）に加入するものとする。 
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２ 運営権者は、前項により加入した保険に関する証券及び保険約款（特約がある場合には、

当該特約に関する書類を含む。）又はこれに代わるものを、保険契約締結後速やかに町に

提示し、原本証明付き写しを町に提出しなければならない。 

 

（運営権者による表明及び保証） 

第８条 運営権者は、本契約の締結日現在において、町に対して次の各号の事実を表明し、

保証する。 

 (１) 運営権者は、会社法（平成 17年法律第 86号）に基づき適式、有効かつ適法に設立

され、存続する株式会社であること。 

 (２) 運営権者の定款に、会社法第 326条第２項に定める取締役会、監査役会及び会計監

査人に関する定めがあること。 

 (３) 運営権者は、本契約を締結し、履行する完全な能力を有し、本契約上の運営権者の

義務は、法的に有効かつ拘束力ある義務であり、運営権者に対して強制執行可能であ

ること。 

 (４) 運営権者が本契約を締結し、これを履行することにつき、日本国の法令及び運営権

者の定款、取締役会規則その他の社内規則上要求されている授権その他一切の手続

を履践していること。 

 (５) 本契約の締結及び本契約に基づく義務の履行は、運営権者に対して適用される全

ての法令等に違反せず、運営権者が当事者であり、若しくは運営権者が拘束される契

約その他の合意に違反せず、又は運営権者に適用される判決、決定若しくは命令の条

項に違反しないこと。 

 (６) 本事業を実施するために必要な運営権者の能力又は本契約上の義務を履行するた

めに必要な運営権者の能力に重大な悪影響を及ぼし得る訴訟、請求、仲裁又は調査は、

運営権者に対して係属しておらず、運営権者の知る限りにおいてその見込みもない

こと。 

 (７) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11年法律

第 117号。以下「ＰＦＩ法」という。）第９条各号に規定する欠格事項に該当しない

こと。 

 (８) 運営権者の定款に、各暦年の４月１日に始まり、翌年の３月 31日に終了する１年

間（運営権者の設立日を含む年度にあっては、当該設立日から次に到来する３月 31

日までの期間）を事業年度とする定めがあること。 

 

第２章 本事業の実施体制及び準備 

 

（本事業の実施体制等） 

第９条 運営権者は、本事業に係る業務を開始する日までに、本事業を実施するために必要

な体制を確保する。 
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２ 運営権者は、要求水準書等に基づき本事業の実施に関して、所定の期限までに本事業の

実施に係る実施体制図等を町に提出し、町の確認を受けなければならない。町は、それら

が要求水準書等と一致していない場合には、運営権者に対し補正を命ずることができる。 

３ 運営権者は、本契約締結後事業期間が終了するまでの間に、実施体制図等の内容を変更

しようとする場合は、あらかじめ町に通知し、必要に応じて協議する。 

 

（各業務の実施に係る準備） 

第 10条 運営権者は、要求水準等に基づき各業務の実施に関して、所定の期限までに要求

水準書で定める業務計画書を策定して町に提出し、町の承認を受けなければならない。町

は、業務計画書が要求水準書等と一致していない場合には、運営権者に対し補正を命ずる

ことができる。 

２ 運営権者は、業務計画書の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ町に当該変更の

内容及び自由を説明のうえ、変更後の業務計画書を町に提出し、町の承認を受けなければ

ならない。 

 

（モニタリング実施計画書） 

第 11条 運営権者は、募集要項等及び業務に関する提案書（以下「提案書」という。）に従

い、本事業の実施に係るモニタリング実施計画書を作成し、前条の業務計画書と合わせて

町に提出しなければならない。 

 

（構成企業による業務実施及び一括再委託等の禁止） 

第 12条 運営権者は、運営開始予定日までに、本事業の実施のために必要な範囲で運営業

務の全部又は一部を運営企業に委託し又は請け負わせることができる。ただし、主たる運

営業務を行う運営企業は、構成企業でなければならない。 

２ 運営権者は、運営企業が運営権者から受託し又は請け負った運営業務の全部を一括し

て若しくはその主たる部分を、運営企業をして第三者に委託し又は請け負わせてはなら

ない。 

 

第３章 適正な業務の確保 

 

（要求水準を満たす業務の実施） 

第 13条 運営権者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、自らの責任及び費用負担に

おいて、要求水準書等に従い要求水準を満たす方法により、本事業を実施する。 

 

（要求水準の変更） 

第 14条 町は、事業期間中に次の各号に掲げる事由が発生した場合は、要求水準書を変更

することができる。ただし、町はあらかじめ運営権者に対してその旨及び理由を記載した



5 

 

書面により通知し、運営権者と協議を行わなければならない。 

 (１) 法令等の変更により本事業の業務内容を著しく変更せざるを得ないとき。 

 (２) 災害、事故等により、特別な本事業の業務内容が必要なとき又は本事業の業務内容

を著しく変更したとき。 

 (３) 町の事由等により本事業の業務内容の変更が必要なとき。 

２ 前項の要求水準書の変更に伴う追加費用の負担は、かかる要求水準書の変更が国及び

地方公共団体による政策が変更され又は決定されたことによる場合は第 37条に従い、法

令等が改正され又は制定されたことによる場合は第 39条に従い、税制等が改正され又は

制定されたことによる場合は第 41 条に従い、不可抗力による場合は第 43 条に従うもの

とし、その他の場合であって、町の事由による場合は町が、運営権者の事由による場合は

運営権者が、それぞれ負担するものとする。 

３ この条に基づく要求水準書の変更は書面をもって行うものとする。 

 

（会議体の設置） 

第 15条 町及び運営権者は、本事業についての連絡調整、協議等を行うことを目的として

連絡会議を設置する。 

 

（業務責任者の設置及び変更） 

第 16条 運営権者は、要求水準書等に従い、運営・維持管理業務履行の責任者である業務

責任者を定め、運営開始予定日までに町に届け出なければならない。 

２ 運営権者は、業務責任者を変更する必要が生じたときは、町の承諾を得たうえで速やか

に新たな業務責任者を選出し、町に届け出なければならない。なお、運営権者は、業務責

任者の変更にあたっては、業務の質の維持及び向上を確保するべく、十分な引継ぎ等を行

わなければならない。 

 

（業務の報告） 

第 17条 運営権者は、要求水準書等に従い、所定の期限までに運営業務及び維持管理業務

について、町に業務報告書を提出しなければならない。 

 

（町による指示等） 

第 18 条 町は、ＰＦＩ法第 28 条の規定に基づき、運営権者による本事業の適正を期する

ため、運営権者に対して本事業の業務若しくは経理の状況に関し報告を求め、実地につい

て調査し、又は必要な指示をすることができる。 

２ 前項の調査又は指示に従うことにより費用が発生する場合は、運営権者の負担とする。 

 

（運営権者によるセルフモニタリング） 

第 19条 運営権者は、モニタリング実施計画書に沿ってセルフモニタリングを行い、モニ
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タリング基本計画に従って、町に所定の書類を提出するものとする。 

 

（町によるモニタリング） 

第 20 条 町は、前条に基づき提出された書類及びモニタリング基本計画の定めに従って、

各業務が要求水準を満たし、かつ提案書に基づき適正かつ確実に遂行されているか否か

を確認する。 

２ 町は、前条のセルフモニタリング及び前項のモニタリングにより、運営権者の実施する

業務が要求水準を満たさず又は提案書に基づき適正かつ確実に遂行されていないと判断

した場合、モニタリング基本計画の定めに従って、運営権者に対し、業務改善について協

議を求めることができる。この場合、町と運営権者は誠実に協議し、運営権者は、その協

議内容に従って、業務改善のための必要な措置を講ずる。 

 

（事業終了時のモニタリング） 

第 21条 町及び運営権者は、モニタリング基本計画の定めに従って、事業期間の満了する

日の５年前から、事業期間終了後の本事業に係る資産の取扱いについて協議を行うもの

とする。 

２ 運営権者は、事業期間の満了する日の１年前までに、本事業に係る施設及び設備の劣化

等の状況並びに当該施設及び設備の保全のために必要となる資料の整備状況を町に報告

し、町の確認を受けるものとする。町及び事業者は、かかる確認内容に基づき、必要に応

じて事業期間満了後の本事業に係る資産の取扱いについて協議する。 

 

第４章 公共施設等運営権 

 

（公共施設等運営権の設定及び効力発生） 

第 22 条 町は、運営権の設定に係るＰＦＩ法第 19 条第４項に定める町の議会の議決がな

されたことを条件として、運営権者が本施設に係る運営及び維持管理業務を実施するた

めの運営権を設定する。 

２ 本施設に設定された運営権は、運営開始予定日に効力を発生するものとする。ただし、

次の各号に掲げる条件の全部が満たされなかった場合、町は運営権の効力発生を延期す

ることができる。（この項に基づき運営権の効力が発生した日を、以下「運営開始日」と

いう。） 

 (１) 第６条第１項に定める運営権者が本事業を開始するために必要となる許認可等の

取得及び維持を行い、又は同条第２項に定める届出及び報告を完了していること。 

 (２) 第 10条に定める業務計画書が町に提出され、町の確認を受けていること。 

 (３) 第 11条に定めるモニタリング実施計画書が町に提出され、町と運営権者が合意し

ていること。 

 (４) 第 12条に定める運営権者と構成企業及び協力企業との間で締結する契約等のうち、
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本事業を実施するために必要となる業務に関する契約書又は覚書等の写しが町に提

出されていること。 

 (５) 第 23条に定める運営権対価及びこれに係る消費税及び地方消費税相当額が町に支

払われていること。 

 (６) 第 32条第１項に定める各書類が町に提出されていること。 

 (７) 運営権者に本契約に対する重大な義務違反がないこと。 

３ 前２項の定めに従い運営権が設定され、その効力が発生した場合には、当該効力発生時

点における本施設の運営等に関する権利及び責任は、町から運営権者に移転する。 

４ 運営権の存続期間は、運営開始日から本契約書冒頭４に定める満了日までとする。 

５ 運営権者は、第２項に基づく運営権の効力発生後、自らの費用により、ＰＦＩ法第 27

条の規定に基づく運営権の登録に必要な手続きがある場合にはこれを行うものとし、町

はこれに協力するものとする。 

 

（運営権対価の支払及び返還） 

第 23条 運営権者は、町に対して、運営権対価並びにこれにかかる消費税及び地方消費税

相当額を、別紙２に定める方法により支払う。 

２ 運営開始日以降において、運営権が存続期間の満了日よりも前に取り消された場合は、

町が運営権者から受領した当該年度の運営権対価（別紙２に定める方法により受領した

運営権対価）を取り消された年度の４月１日から翌年３月 31日までの日数で均等割付配

分した金額に、当該取り消された運営権の取消しの効力発生日の翌日から当該年度の３

月 31日までの日数を乗じて得られる金額を、町は運営権者に対して返還するものとする。

ただし、当該返還額に利息等は付さないものとし、町が運営権者に対する金銭債権を有し

ている場合には、対当額において相殺することを妨げない。 

３ 前項にかかわらず、第 48条に基づき本契約か解除された場合には、別紙２に従うもの

とする。 

 

（運営権対価の支払遅延） 

第 24条 前条第１項に基づく運営権対価の支払が別紙２に定める期日よりも遅延した場合、

運営権者は、当該遅延期間に応じ第 67条に規定される遅延利息を町に支払わなければな

らない。 

 

第５章 運営権設定対象施設の引渡し及び使用等 

 

（運営権設定対象施設の引渡し及び契約不適合責任） 

第 25条 町は、運営開始日までに、本施設を現状有姿にて運営権者に引き渡し、運営権者

が本契約に基づき使用できるようにする。 

２ 町は、本施設に関する一切の契約不適合責任を負担しない。 
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３ 前項の規定にかかわらず、運営開始日までに本施設が運営不可となると町が認める瑕

疵により運営権者に直接生じた合理的な増加費用は町が負担する。 

 

（運営権設定対象施設の使用） 

第 26条 運営権者は、本施設において本契約及び要求水準等に従い、本件業務を実施する。 

２ 本施設の管理は、運営権者が善良なる管理者の注意義務をもってこれを行うものとし、

運営権者は、本契約及び要求水準等において許容されている場合を除き、第三者に本施設

を使用させてはならない。また、第三者に賃貸することはできない。 

３ 運営権者は、運営期間において、本事業の履行に必要な限度で、本施設を使用すること

ができる。 

 

第６章 運営業務及び維持管理業務 

 

（運営業務及び維持管理業務の実施） 

第 27条 運営権者は、運営期間中において、本契約及び要求水準書等に定める条件に従い、

自らの責任及び費用負担において、運営業務及び維持管理業務を実施するものとし、当該

業務に関する一切の責任を負担する。 

 

（運営権者による運営権設定対象施設の追加投資） 

第 28条 運営権者は、要求水準を充足する限り、事前に町の書面による承諾を得たうえで、

自らの責任及び費用負担により、本施設について、そのサービス向上及び収益性の改善・

確保に資する追加投資（当該施設・設備等の改修・更新及び追加等を含む。以下同じ。）

を実施することができる。 

２ 運営権者は、前項に規定による追加投資を行った場合、追加投資の完了後速やかに、当

該追加投資に関する情報を町に対して報告するとともに、必要に応じて町の立会確認を

受けるものとする。 

３ 第１項に基づく追加投資の対象部分は、追加投資の完了後、当然に町の所有に属するも

のとし、本施設に含まれ、かつ運営権の効果が及ぶものとする。 

４ 町は、必要と認める場合は、運営権者に対して、第２項の報告に加え、町公有財産台帳

等に記載するために必要な情報を追加的に開示するよう求めることができ、事業者はこ

れに従わなければならない。 

 

（町による運営権設定対象施設の追加投資） 

第 29条 町は、必要と判断した場合は、自らの責任及び費用負担により本施設にかかる追

加投資を行うことができ、運営権者はかかる追加投資に最大限協力しなければならない。

なお、当該追加投資の対象部分は、当然に本施設に含まれ、かつ運営権の効果が及ぶもの

とする。 
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２ 町は、前項の規定による追加投資を行う場合は、事前に運営権者の了解を得るものとす

る。 

３ 第１項に基づき行われる追加投資の内容が、運営権者に著しい増加費用若しくは業務

の増加又は損害が発生する場合、又は第１項に基づき行われる追加投資により運営権者

の利用料金収入が増加することが見込まれる場合には、事前に町と運営権者が協議し、合

意をしたうえで実施する。この際、町は、必要と認める場合には、協議により本契約の変

更を行うことができる。 

 

（運営権者の保有資産等の追加投資） 

第 30条 運営権者は、要求水準を充足する限り、自らの責任及び費用負担により、本事業

の実施のために自らが保有する資産等（備品等を含む。以下同じ。）について、新規投資

及び追加投資を実施することができる。 

２ 前項に基づき運営権者が、新規投資及び追加投資を行った保有資産等は、運営権者の所

有物とする。 

３ 運営権者は、保有資産等に含まれる備品等の利用料金を定めるにあたっては、運営権設

定施設に含まれる設備等にかかる利用料金と不合理な差異が生じることがないよう配慮

するものとする。 

 

第７章 任意業務 

 

（任意業務の実施） 

第 31条 運営権者は、業務に関する提案書において運営権者が行う自主事業として記載さ

れた任意業務を、法令等を遵守して誠実に実施するものとし、町は関係機関との調整等に

ついて協力するものとする。 

２ 運営権者は、前項の提案書に記載された任意業務に加えて、自らの提案に基づき、あら

かじめ町と協議し承諾を得たうえで、事業期間中に新たな任意業務を実施することがで

きる。 

３ 本契約の他の規定にかかわらず、運営権者は、前２項に基づく任意業務にかかる一切の

責任及び費用負担をし、また当該任意業務により得られた収入を収受することができる

ものとする。 

４ 運営権者は、任意業務の内容等を変更する場合、事前に町の承諾を得なければならない。 

５ 任意業務は、本契約の終了とともに終了するものとする。ただし、運営権者が町の承諾

を得て、任意業務の全部又は一部を中止又は終了することを妨げない。 

６ 任意業務の実施に関して運営権者が取得すべき許認可等については、第６条の定めに

従うものとする。 
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第８章 誓約事項 

 

（運営権者による誓約事項） 

第 32条 運営権者は、本契約締結後から事業期間が終了するまでの間、運営権者について

次に掲げる書類の記載内容が変更された場合は、変更後の書類の写しを町へ提出しなけ

ればならない。 

 (１) 定款 

 (２) 履歴事項全部証明書 

 (３) 印鑑証明書 

２ 運営権者は、本契約締結後から事業期間が終了するまでの間、法令等及び本契約の定め

を遵守するほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 (１) 運営権者は、会社法に基づき適式、有効かつ適法に設立され、存続する株式会社で

あること。 

 (２) 運営権者の定款に、会社法第 326条第２項に定める取締役会、監査役会及び会計監

査人に関する定めがあること。 

 (３) 運営権者は、本契約を締結し、履行する完全な能力を有し、本契約上の運営権者の

義務は、法的に有効かつ拘束力ある義務であり、運営権者に対して強制執行可能であ

ること。 

 (４) 運営権者が本契約を締結し、これを履行することにつき、日本国の法令及び運営権

者の定款、取締役会規則その他の社内規則上要求されている授権その他一切の手続

を履践していること。 

 (５) 本契約の締結及び本契約に基づく義務の履行は、運営権者に対して適用される全

ての法令等に違反せず、運営権者が当事者であり、若しくは運営権者が拘束される契

約その他の合意に違反せず、又は運営権者に適用される判決、決定若しくは命令の条

項に違反しないこと。 

 (６) 運営権者の定款に、各暦年の４月１日に始まり、翌年の３月 31日に終了する１年

間（運営権者の設立日を含む年度にあっては、当該設立日から次に到来する３月 31

日までの期間）を事業年度とする定めがあること。 

 

（契約上の地位及び権利義務の譲渡等） 

第 33条 運営権者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、町の事前の書面による承諾

なくして、本契約その他町と運営権者の間で締結された契約に基づく運営権者の契約上

の地位及び権利義務につき、譲渡、担保提供その他の処分（放棄を含む。）を行うことは

できない。 

２ 前項の規定にかかわらず、町は、運営権者から、提案書類に規定された融資に関連して

当該金融機関等のために、本契約その他町と運営権者の間で締結された契約に基づく運

営権者の契約上の地位及び権利に担保権を設定する旨の申請があったときは、合理的な
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理由なくして承諾の留保、遅延又は拒否をしないものとする。 

 

（運営権の譲渡等） 

第 34条 運営権者は、町の事前の書面による承諾なくして、運営権につき、譲渡、担保提

供その他の処分（放棄を含む。）を行うことはできない。 

２ 前項の規定にかかわらず、町は、運営権者から、運営権の譲渡の申請があった場合、新

たに運営権者となる者の欠格事由や募集要項等適正性の審査等、運営権者選定の際に確

認した条件に照らして審査を行い、当該譲渡がやむを得ない場合であり、かつ、当該譲渡

後においても運営権の存続期間の満了日まで本事業を安定的に実施継続可能であると認

めたときに限り、ＰＦＩ法第 26 条第２項に基づく許可を行うものとする。なお、町は、

当該許可を与えるにあたり、次に掲げる条件を付すことができる。 

 (１) 譲受人が、本事業における運営権者の本契約上の地位を承継し、本契約に拘束され

ることについて、町に対して承諾書を提出すること。 

 (２) 譲受人が、運営権者が所有し、本事業の実施に必要な一切の資産及び契約上の地位

並びに権利の譲渡を受けること。 

 (３) 譲受人の全ての株主（持分会社の場合には社員）が、町に対して出資者を保証する

誓約書を提出すること。 

３ 第１項の規定にかかわらず、町は、運営権者から、本事業のための融資を行う金融機関

等のために、運営権に抵当権を設定する旨の申請があったときは、合理的な理由なくして

承諾の留保、遅延又は拒否をしないものとする。 

 

第９章 リスク分担 

 

（リスク分担の原則） 

第 35条 運営権者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、本事業の実施にかかる一切

の責任を負うものとする。 

２ 本契約に別段の規定がある場合を除き、本事業の実施にかかる一切の費用は、全て運営

権者が負担するものとする。 

３ 運営権者は、自らの責任及び費用負担において、社会情勢の変化等に応じて、本契約、

募集要項等及び業務に関する提案書を満たす方法により本事業を実施しなければならな

い。 

 

（政策変更に基づく通知の付与） 

第 36条 本契約締結後に国及び地方公共団体による政策が変更され、又は決定されたこと

により、次に掲げるいずれかの事由が発生したことを認識した場合は、町はその内容の詳

細を記載した書面により直ちに運営権者に対して通知するものとする。 

 (１) 要求水準書等に規定された条件に従って、運営業務、維持管理業務及び自主事業の
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全部又は一部を行うことができなくなったとき。 

 (２) 本契約の履行のための費用が増加するとき。 

２ 町及び運営権者は、本契約に基づく自己の義務の履行が適用される政策に違反するこ

ととなった場合には、履行期日における当該自己の義務の履行が適用される政策に違反

する限りにおいて、その履行義務を免れるものとする。ただし、町及び運営権者は、当該

政策変更により相手方に発生する損害を最小限にするように努めるものとする。 

 

（政策変更に基づく協議及び追加費用の負担） 

第 37条 運営権者が町から前条第１項の通知を受領した場合又は町が運営権者から前条第

１項の事由が発生した旨の通知を受領した場合、本契約に別段の定めがある場合を除き、

町及び運営権者は、当該政策の変更または決定に対応するために速やかに本契約及び要

求水準書並びにこれらに基づく履行義務の内容の変更及び追加費用の負担について協議

するものとする。 

２ 前項の協議にかかわらず、運営権者が町から前条第１項の通知を受領した日又は町が

運営権者から前条第１項の事由が発生した旨の通知を受領した日から 120 日以内に本契

約等の変更及び追加費用の負担についての合意が成立しない場合は、町が当該政策の変

更又は決定に対する対応方法を運営権者に通知し、運営権者はこれに従い本事業を継続

する。この場合において、追加費用は、町が負担するものとする。 

３ 運営権者が町から前条第１項の通知を受領した場合又は町が運営権者から前条第１項

の事由が発生した旨の通知を受領した場合において、町及び運営権者が、速やかに、当該

政策の変更又は決定の前において合理的に期待できる範囲のリスク低減策及び発生時対

応策を実施したにもかかわらず、当該範囲を超える逸失利益が運営権者に発生した場合

には、運営権者の当該範囲を超える逸失利益の負担について、誠実に協議するものとする。 

 

（法令改正に基づく通知の付与） 

第 38条 本契約締結後に法令等が改正され、又は制定されたことにより、次に掲げるいず

れかの事由が発生したことを認識した場合は、運営権者はその内容の詳細を記載した書

面により直ちに町に対して通知するものとする。 

 (１) 要求水準書等に規定された条件に従って、運営業務、維持管理業務及び自主事業の

全部又は一部を行うことができなくなったとき。 

 (２) 本契約の履行のための費用が増加するとき。 

２ 町及び運営権者は、本契約に基づく自己の義務の履行が適用される法令等に違反する

こととなった場合には、履行期日における当該自己の義務の履行が適用される法令等に

違反する限りにおいて、その履行義務を免れるものとする。ただし、町及び運営権者は、

当該法令等の改正又は制定により相手方に発生する損害を最小限にするように努めるも

のとする。 
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（法令改正に基づく協議及び追加費用の負担） 

第 39条 町が運営権者から前条第１項の通知を受領した場合又は運営権者が町から前条第

１項の事由が発生した旨の通知を受領した場合、本契約に別段の定めがある場合を除き、

町及び運営権者は、当該法令等の改正又は制定に対応するために速やかに本契約及び応

急水準書並びにこれらに基づく履行義務の内容の変更及び追加費用の負担について協議

するものとする。 

２ 前項の協議にかかわらず、当該改正又は制定がなされた法令等の交付日から 120 日以

内に本契約等の変更及び追加費用等の負担についての合意が成立しない場合、町が当該

法令等の改正又は制定に対する対応方法を運営権者に通知し、運営権者はこれに従い本

事業を継続する。この場合において、本事業の継続に要する費用の増加の負担に関する取

扱いは、本契約に別段の定めがある場合を除き、次の各号に定めるとおりとする。 

 (１) 法令等の改正又は制定により運営権者に生じた追加費用のうち、追加費用の発生

防止手段を運営権者が講じることが合理的に期待できなかったと町が認めるものは

町が負担する。 

 (２) 前号の町が負担する追加費用以外の追加費用は運営権者が負担する。 

 

（税制改正に基づく通知の付与） 

第 40条 本契約締結後に、本事業に影響を及ぼす税制の改正又は制定があったことを認識

した場合は、運営権者はその内容の詳細を記載した書面により、直ちに町に対して通知す

るものとする。 

 

（税制改正に基づく協議及び追加費用の負担） 

第 41条 町が運営権者から前条の通知を受領した場合は、次に掲げる取扱いに従い、当該

税制の改正又は制定に対応するために速やかに追加費用の負担について協議するものと

する。 

 (１) 運営権者の利益に課せられる税制の改正又は制定による追加費用は、運営権者の

負担とする。 

 (２) 前号に定める以外の税制の改正又は制定による追加費用は、町の負担とする。 

 

（不可抗力に基づく通知の付与） 

第 42条 本契約締結後に不可抗力により、次に掲げるいずれかの事由が発生したことを認

識した場合は、運営権者はその内容の詳細を記載した書面により、直ちに町に対して通知

するものとする。 

 (１) 要求水準書等に規定された条件に従って、運営業務、維持管理業務及び自主事業の

全部又は一部を行うことができなくなったとき。 

 (２) 本契約の履行のための費用が増加するとき。 

２ 町及び運営権者は、町が運営権者から前項の通知を受領した日又は運営権者が町から
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前項の事由が発生した旨の通知を受領した日において、本契約に基づく自己の義務が不

可抗力により履行不能となった場合は、履行期日における当該義務の履行義務を免れる

ものとする。ただし、町及び運営権者は、不可抗力により相手方に発生する損害を最小限

にするよう努めるものとする。 

 

（不可抗力に基づく協議及び追加費用の負担） 

第 43条 町が運営権者から前条の通知を受領した場合は、次に掲げる取扱いに従い、当該

不可抗力の影響を早期に除去すべく速やかに追加費用の負担について協議するものとす

る。 

 (１) 不可抗力に伴う施設、設備の経費の増加については、双方が負担する。 

 (２) 不可抗力に伴う運営の停止及びそれに伴う経費の増加は、運営権者が負担する。 

 

（町のリスク負担） 

第 44 条 町は、第 35 条の規定にかかわらず、本事業に関し、次の各号に定める措置を行

い、損害及び増加費用を負担するものとする。 

 (１) 町は、町の責めに帰すべき事由により住民の反対運動、訴訟、要望等が生じた場合

に、これに対処する。また、町は、当該反対運動、訴訟、要望等により町又は運営権

者に生じた損害及び費用を負担する。 

 (２) 町は、本施設について、運営権者が善良な管理者の注意義務をもって火災・事故等

の予防措置をとっていたとしても回避することのできない、利用者その他第三者に

よる施設の火災・事故等による損傷により、本施設が損傷した場合は、当該損傷の修

復に必要な費用を負担する。 

 (３) 町は、町の責めに帰すべき事由により利用者に事故が生じた場合は、当該事故への

対応のため運営権者に生じた損失及び費用を負担する。 

 (４) 町は、町の責めに帰すべき事由により利用者からの苦情が生じた場合は、当該苦情

への対応のため運営権者に生じた損失及び費用を負担する。 

 (５) 町は、町の責めに帰すべき事由により運営権者が行う本施設におけるイベント等

の事業が中止された場合は、中止により運営権者に生じた損害及び費用を負担する。 

 (６) 町は、町の責めに帰すべき事由により、本施設の周辺施設、交通機関又は各種団体

との連携上重大なトラブルが発生し、運営権者に損害又は費用が発生した場合は、当

該損害及び費用を負担する。 

 

（当事者間の損害賠償責任） 

第 45条 本契約に別段の定めがある場合を除き、町又は運営権者が本契約に定める義務に

違反したことにより、自らに損害が発生した場合には、相手方に対して損害賠償を請求す

ることができる。 
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（第三者に及ぼした損害） 

第 46条 運営権者が本事業の実施に際し、第三者に損害を及ぼした場合は、直ちにその状

況を町に報告しなければならない。 

２ 前項の損害が運営権者の責めに帰すべき事由により生じたものである場合は、運営権

者は、当該第三者に対して当該損害を賠償しなければならない。 

３ 町が、前項の規定により運営権者が賠償すべき損害を第三者に対して賠償した場合は、

運営権者に対して、賠償した金額を求償することができる。この場合において、運営権者

は町からの請求を受けた場合には、直ちに支払わなければならない。 

４ 第１項の損害が町の責めに帰すべき事由により生じたものである場合又は本施設の存

在そのものに起因して近隣住民等に生じたものである場合は、町がその損害を賠償しな

ければならない。ただし、運営権者の責めに帰すべき部分が存在する場合には、町は、運

営権者に対して、運営権者の責めに帰すべき割合に応じた金額を求償することができる。 

５ 本事業の実施に関し第三者との間に紛争を生じた場合においては、町及び運営権者が

協力してその処理解決にあたるものとする。 

 

第 10章 契約の終了及び終了に伴う措置 

 

（事業期間） 

第 47条 本契約に基づく本事業の実施期間は、本契約締結日から令和 29年３月 31日又は

本契約の全部が解除された日までとする。 

２ 運営権者は、事業期間終了日の３年前までに期間延長の届出を行い、町と運営権者が協

議のうえ合意した場合、事業期間を延長することができる。 

 

（運営権者の事由による本契約の解除） 

第 48条 本契約締結後事業期間が終了するまでの間に、次の各号に掲げる事由が発生した

場合、町は、運営権者に対して書面により通知したうえで、本契約の全部又は一部を解除

することができる。 

 (１) ＰＦＩ法第 29条第１項第１号に規定する事由が生じたとき。 

 (２) 運営権者が破産、会社更生、民事再生又は特別清算の手続について運営権者の取締

役会でその申立てを決議したとき、又は第三者（運営権者の取締役を含む。）によっ

てその申立てがなされたとき。 

 (３) 運営権者が本契約に基づいて町に提出した報告書に重大な虚偽記載を行ったとき。 

 (４) 運営権者が運営権対価を支払期限を過ぎても支払わないとき（本契約に別段の定

めがある場合を除く。）。 

 (５) 運営権者がモニタリング基本計画及びモニタリング実施計画書に基づき各業務

（自主事業にかかる業務を除く。）に関して要求水準を満たしていないと町が判断し

たとき。 
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 (６) 運営権者が募集要項に規定する参加資格要件を失ったとき。 

 (７) 運営権者が正当な理由なく、本契約に従い各業務に着手すべき期日を過ぎても各

業務に着手しないとき、又は運営権者の責めに帰すべき事由により運営権者の財務

状況が著しく悪化し、運営権者が本契約に基づき本事業を継続的に実施することが

困難であると町が合理的に認めたとき。 

 (８) 前各号に掲げる場合のほか、運営権者が本契約に違反し、その違反により本契約の

目的を達することができないと町が認めたとき。 

２ 第 51条に基づく運営権の取消しについて、行政手続法（平成５年法律第 88号）その他

適用法令の規定により聴聞が必要である場合には、前項に基づく解除に先立ち聴聞を実

施するものとする。 

 

（町の任意による本契約の解除、町の事由による本契約の解除） 

第 49条 町は、本施設を他の公共の用途に供する場合その他の理由に基づく公益上やむを

得ない必要が生じた場合又はその他町が合理的に必要と認める場合には、運営権者に対

して通知することにより、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 町の責めに帰すべき事由により、町が本契約上の町の重大な義務に違反し、本事業の実

施が著しく困難になった場合において、運営権者から 60日以上の当該不履行を是正する

のに必要な合理的期間を設けて催告を受けたにもかかわらず、当該期間内に当該不履行

が是正されない場合又は本契約の履行が不能となった場合、運営権者は、解除事由を記載

した書面を送付することにより、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

３ 前２項の場合、運営権対価のうち、残余の運営権の存続期間に対応する運営権対価相当

額の全部又は一部は消滅する。 

 

（法令改正・不可抗力による本契約の解除） 

第 50条 本契約の締結後における法令改正又は不可抗力の発生により、次の各号に掲げる

いずれかの事由に該当する場合には、町又は運営権者は、相手方と協議のうえ、本契約の

全部又は一部を解除することができる。 

 (１) 本事業の継続が困難と判断したとき。 

 (２) 本契約の履行のために多大な費用を要すると判断したとき。 

２ 前項の場合、運営権対価のうち、残余の運営権の存続期間に対応する運営権対価相当額

の全部又は一部は消滅する。 

 

（運営権の取消し） 

第 51条 本契約の定めに従って本契約の全部又は一部が事業期間が終了する前に解除され

た場合は、ＰＦＩ法第 29条第１項の規定に従い、町は解除された本施設に係る運営権を

取り消すものとする。ただし、運営開始日までに本契約の全部又は一部が解除された場合

は、設定された運営権は効力を生じないものとする。 
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（事業終了時の引継ぎ） 

第 52条 運営権者は、理由の如何を問わず、事業期間の終了に際して、募集要項等に従っ

て引継ぎ準備及び引継ぎを行わなければならない。 

２ 本契約に別段の定めがある場合を除き、運営権者は、自らの費用負担において、当該引

継ぎ準備及び引継ぎを行わなければならない 

 

（利用料金の引継ぎ等） 

第 53条 利用料金収入は、本施設の利用に供する年度の会計に属するものとする。 

２ 利用料金収入のうち、本施設の利用に供する年度が事業期間が終了する日より後とな

るものについては、前受金として、運営権者は、町又は町の指定する者に引き継がなけれ

ばならない。 

 

（運営権設定対象施設の引渡し） 

第 54条 運営権者は、理由の如何を問わず、事業期間の終了に際して、本施設が要求水準

書に適合した状態で町に本施設を引き渡さなくてはならない。 

２ 前項に基づき引き渡された本施設につき、その事業期間中において既に存在していた

瑕疵（法令等上の瑕疵を含み、運営開始日において既に存在していたものを除く。以下こ

の条において同じ。）があるときは、事業期間が終了する日から２年以内に町が運営権者

に通知した場合については、運営権者は修補等により生じた費用を負担するものとする。 

３ 前項により通知されたものを除き、第１項に基づき引き渡された本施設につき瑕疵が

あった場合は、運営権者は町に対して一切責任を負わない。 

 

（契約終了による運営権者所有資産の取扱い） 

第 55条 事業期間の終了に際して、本事業の実施のために運営権者が所有する資産は、全

て運営権者の責任において処分しなければならない。ただし、町又は町の指定する者が必

要と認めた場合には、運営権者は、当該資産を簿価で町又は町の指定する者に売却するも

のとする。この場合において、町又は町の指定する者が資産を買い取る場合、運営権者は、

当該資産を引き渡すまで、善良な管理者の注意義務をもってこれを保管するものとする。 

２ 前項に基づき町又は町の指定する者による資産の買取が行われる場合において、当該

買取者が必要と認めた場合には、運営権者は、当該資産に関連して自らが締結している契

約を当該買取者に承継するために必要な措置を講ずる。 

３ 第１項に基づき町又は町の指定する者による資産の買取が行われる場合において、町

又は町の指定する者による運営権者への各買取対価の支払は、町又は町の指定する者が

本施設の引渡しを受けた日又は第１項に基づき買い取った資産の引渡しを受けた日のい

ずれか遅い日から６ヶ月を経過した日以降速やかに行うものとする。ただし、当該支払日

の到来より前に、町又は町の指定する者が事項に定める契約不適合責任に基づき損害賠

償請求を行った場合、町又は町の指定する者は、各買取対価の支払に係る債務と当該損害
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賠償請求に係る債権を法令等の範囲内において対当額で相殺することができる。この場

合、町又は町の指定する者は、当該相殺が実行され、又は当該損害賠償請求に係る債権が

弁済されるまでの間、各買取対価の支払を拒むことができる。 

４ 前条第２項及び第３項の規定は、第１項の規定により町又は町の指定する者が買い受

けた資産について準用する。 

 

（損害賠償等） 

第 56 条 第 48 条の規定により本契約が解除された場合は、運営権者は、解除に起因して

町が被った相当因果関係の範囲内にある損害額を、町の請求に基づき支払わなければな

らない。 

２ 前項の場合において、町は、運営権者が支払済みの運営権対価の返還を要しない。 

 

（損失補償等） 

第 57条 第 49条の規定により本契約が解除された場合は、ＰＦＩ法第 30条の規定に基づ

き、運営権者は、解除に起因して運営権者に通常生ずべき費用の支払及び損失の補償を求

めることができる。 

２ 第 50条の規定により本契約が解除された場合には、当該解除に起因して町又は運営権

者に生じた損失又は損害については各自の負担とし、お互いに損害賠償、損失補償又は費

用の請求を行わない。ただし、当該解除までに生じた費用のうち第 39条第２項第１号に

定める費用並びに当該解除に起因して運営権者に生じた合理的な範囲の費用については

町の負担とする。 

 

（事業終了後の解散及び債務引受） 

第 58条 運営権者は、本契約の事業期間終了時点においてもなお運営権者が本契約に基づ

く金銭債務を負担すると町が合理的に認める場合には、町の事前の書面による承諾なく

して、当該金銭債務の支払が完了するまで、解散等を行ってはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、運営権者は、本契約の事業期間終了後、運営権者が本契約に

基づき負担する金銭債務は第 54条第２項に基づく費用の支払債務のみであると町が合理

的に認める場合には、60日前までに町に対して通知のうえ、解散等を行うことができる。

この場合において、町は、代表法人に対して当該支払債務を引き受けるよう求めることが

できる。 

 

第 11章 知的財産権 

 

（著作権の帰属） 

第 59 条 町が、本事業の募集段階又は本契約に基づき、運営権者に対して提供した情報、

書類及び図面等（町が著作権を有しないものを除く。）の著作権は、町に帰属する。 
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（成果物の利用） 

第 60条 町は、運営権者が本契約に基づき作成した書面等（以下「成果物」という。）につ

いて、町の裁量により無償で利用する権利及び権限を有するものとし、その利用の権利及

び権限は、本契約の終了後も存続する。 

２ 成果物及び本施設のうち著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第２条第１項第１号に規

定する著作物に該当するものに係る著作権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利

（以下「著作者の権利」という。）の帰属は、著作権法の定めるところによる。 

３ 運営権者は、町が成果物及び本施設を次の各号に掲げるところにより利用することが

できるようにしなければならず、自ら又は著作者（運営権者を除く。）をして、著作権法

第 19条第１項又は第 20条第１項に定める権利を行使し、又はさせてはならない。 

 (１) 著作者名を表示することなく成果物の全部若しくは一部又は本施設の全部若しく

は一部の内容を自ら公表し若しくは広報に使用し又は町が認めた公的機関をして公

表させ若しくは広報に利用させること。 

 (２) 成果物を他人に閲覧させ、複写させ又は譲渡すること。 

 (３) 必要な範囲で、町又は町が委託する第三者をして成果物について、複製、頒布、展

示、改変、翻案その他の修正をすること。 

 (４) 本施設を写真、模型、絵画その他の方法により表現すること。 

 (５) 本契約の終了後に、本施設を増築、改築、修繕若しくは模様替えにより改変し、又

は取り壊すこと。 

４ 運営権者は、自ら又は著作者若しくは著作権者をして、次の各号に掲げる行為をし、又

はさせてはならない。ただし、あらかじめ町の承諾を得た場合及び法令等又は裁判所、監

督官庁若しくはその他の公的機関（金融商品取引所、金融商品取引業協会を含む。）の命

令により次に掲げる行為を行う場合は、この限りではない。 

 (１) 成果物及び本施設の内容を公表すること。 

 (２) 本施設に運営権者の実名又は変名を表示すること。 

 (３) 成果物を他人に閲覧させ、複写させ又は譲渡すること。 

 

（著作権等の譲渡禁止） 

第 61条 運営権者は、自ら又は著作権者をして、成果物及び本施設に係る著作者の権利を

第三者に譲渡し若しくは継承し、又は譲渡させ若しくは継承させてはならない。ただし、

町の事前の書面による承諾を得た場合を除く。 

 

（第三者の有する著作権の侵害防止） 

第 62条 運営権者は、成果物及び本施設（ただし、運営開始日以降に運営権者が本契約に

基づき修繕等を行った部分に限る。以下この条において同じ。）が、第三者の有する著作

権を侵害するものでないことを町に対して保証する。 

２ 運営権者は、成果物又は本施設のいずれかが第三者の有する著作権を侵害した場合に
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おいて、当該第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならない

ときは、その賠償額を負担し又は必要な措置を講ずるものとする。 

 

（第三者の知的財産権等の侵害） 

第 63条 運営権者は、本契約の履行にあたり、前条のほか、第三者の有する特許権、実用

新案権、意匠権、商標権その他の知的財産権（以下、この条において「知的財産権等」と

いう。）を侵害しないこと並びに運営権者が町に対して提供する成果物の利用が第三者の

有する知的財産権等を侵害していないことを町に対して保証する。 

２ 運営権者が本契約の履行にあたり第三者の有する知的財産権等を侵害し、又は運営権

者が町に対して提供するいずれかの成果物の利用が第三者の有する知的財産権等を侵害

する場合には、運営権者は、運営権者の責めに帰すべき事由の有無の如何にかかわらず、

当該侵害に起因して町に直接又は間接に生じた全ての損失、損害及び費用につき、町に対

して補償及び賠償し、又は町が指示する必要な措置を講ずる。ただし、運営権者の当該侵

害が、町の特に指定する工事材料、施工方法又は維持管理方法等を使用したことに起因す

る場合には、この限りではない。 

 

（知的財産権の対象技術の使用） 

第 64条 運営権者は、特許権等の知的財産権の対象となっている技術等を使用するときは、

その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、町が当該技術等の使用を

指定した場合であって運営権者が当該知的財産権の存在を知らなかったときは、町は、運

営権者がその使用に関して要した費用を負担する。 

 

第 12章 雑則 

 

（個人情報の保護） 

第 65条 運営権者は、事業期間中及び本契約の終了後においても、本事業の実施に付随関

連して知り得た個人情報の取扱いに関し、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律

第 57 号）第 66 条及び奈半利町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条例第

６号）の規定により、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じること。 

 

（秘密保持義務） 

第 66条 町及び運営権者は、相手方の事前の書面による承諾なくして、本契約に関する情

報（本事業を実施するうえで知り得た秘密を含む。）を第三者に開示してはならず、本契

約の履行又は本事業の実施の目的以外には使用してはならない。ただし、既に自ら保有し

ていた情報、既に公知の事実であった情報、その取得後自らの責めによらずして公知にな

った情報及びその取得後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課せられ
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ることなしに取得した情報を除く。 

２ 前項の規定にかかわらず、町及び運営権者は、次に掲げる場合に限り、本契約に関する

情報を開示することができる。 

 (１) 当該情報を知る必要のある町又は運営権者の役員、従業員、弁護士、公認会計士、

税理士その他の専門家に対して、町及び運営権者と同等以上の秘密保持義務を負う

ことを条件として開示する場合 

 (２) 当該情報を知る必要のある構成企業、協力企業、業務委託請負先若しくは本事業に

関して運営権者に融資等を行う金融機関等又はこれらの者の役員、従業員、弁護士、

公認会計士、税理士その他の専門家に対して、町及び運営権者と同等以上の秘密保持

義務を負うことを条件として開示する場合 

 (３) 法令等又は裁判所、監督官庁若しくはその他の公的機関（金融商品取引所、金融商

品取引業協会を含む。）の命令により開示を求められた情報を開示する場合 

３ 前２項の規定は、町及び運営権者による本契約の完全な履行又は本契約の終了にかか

わらず、有効に存続する。 

 

（遅延利息） 

第 67条 町又は運営権者が、本契約その他町と運営権者の間で締結された契約等に基づく

支払を遅延した場合には、未払額につき履行すべき日（以下この条において「履行期日」

という。）の翌日から当該金銭債務の支払が完了した日までの期間の日数に応じ、町につ

いては、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率（昭和 24年大蔵省告示第 991号）に

定める履行期日時点における率を乗じて計算した額の遅延利息を、運営権者については、

国の債権に関する遅延利息の率（昭和 32年大蔵省告示第８号）に定める履行期日時点に

おける率を乗じて計算した額の遅延利息をそれぞれ相手方当事者に支払わなければなら

ない。この場合において、遅延利息の計算方法は、年 365日の日割り計算とする。 

２ 町は、本契約その他町と運営権者の間で締結された契約に基づいて生じた運営権者に

対する債権及び債務を、法令の範囲内において対当額で相殺することができる。 

 

（契約の変更） 

第 68条 本契約は、町及び運営権者の書面による合意がなければ、これを変更することが

できない。 

 

（準拠法・管轄裁判所） 

第 69条 本契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈する。 

２ 本契約に関連して発生した全ての紛争は、高知地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とする。 
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（通知方法・計量単位・期間計算等） 

第 70条 本契約に定める請求、通知、報告、勧告、承諾及び解除は、原則として、相手方

に対する書面をもって行わなければならない。なお、町及び運営権者は、当該請求等の宛

先をそれぞれ相手方に対して別途通知する。 

２ 本契約の履行に関して町と運営権者の間で用いる計算単位は、本契約、募集要項等又は

運営権者から提出があった提案書に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律

第 51号）に定めるところによる。 

３ 本契約の履行に関する期間の定めについては、本契約、募集要項等又は運営権者から提

出があった提案書に特別の定めがある場合を除き、民法（明治 29年法律第 89号）及び会

社法の定めるところによる。 

４ 運営権者が本契約に基づき保管し、又は保存すべき文書の取扱い及び期間については、

奈半利町文書整理保存規程（昭和 63年訓令第６号）に従うものとする。 

５ 本契約の履行に関して町と運営権者の間で用いる言語は、日本語とする。 

６ 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

 

（疑義に関する協議） 

第 71条 本契約、募集要項等及び運営権者から提出があった提案書に定めのない事項につ

いて定める必要が生じた場合、又は本契約、募集要項等及び運営権者から提出があった提

案書の解釈に関して疑義が生じた場合は、その都度、町及び運営権者が誠実に協議して、

これを定めるものとする。 

 

以上 
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別紙１ 用語の意義 

 

１ ＰＦＩ法 

  民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11年法律第

117号）のこと。 

２ 本事業 

  ＰＦＩ法に基づき町が特定事業として選定した加領郷小学校閉校跡施設運営事業をい

う。また、付帯事業を含む。 

３ 本契約締結日 

  本契約の契約が、公共施設等運営権の設定について奈半利町議会の議決を得て、運営

権者に対して公共施設等運営権が設定されたことにより本契約となった日をいう。 

４ 運営権 

  本事業に関するＰＦＩ法第２条第７項に定める公共施設等運営権のこと。 

５ 運営権者 

  運営権が設定され、本事業を実施する企業のこと。 

６ 募集要項等 

  募集要項並びにその添付書類及びその他適宜の方法により公表した質問回答その他こ

れらに関して町が応募者に対して示した書類（基本協定書案、実施契約書案を除く。）

のこと。 

７ 要求水準書 

  本事業に係る募集要項等に含む「加領郷小学校閉校跡施設の公共施設等運営事業要求

水準書」（その後の変更を含む。）のこと。 

８ 提案書 

  本事業に関する基本協定締結者が町に提出した提案書類一式及びその他提案書類一式

に関して町が基本協定締結者に対して確認した事項に対する基本協定締結者の回答（書

面による回答（町に提出された書類を含む。）及び口頭による回答を含む。）のこと。 

９ 運営業務 

  要求水準書に定める運営業務のこと。 

10 維持管理業務 

  要求水準書に定める維持管理業務のこと。 

11 法令等 

  条約、法律、政令、省令、条例及び規則並びにこれらに基づく命令、行政指導及びガ

イドライン、裁判所の確定判決、決定、命令及び仲裁判断、その他の公的機関の定める

全ての規定、判断若しくはその他の措置のこと。 

12 業務計画書 

  要求水準書に定める年度業務計画書のこと。 
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13 運営企業 

  応募企業又は応募グループの構成企業が出資して設立する会社法に定める株式会社の

こと。 

14 構成企業 

  応募グループを構成し、運営企業に出資する企業のこと。代表企業を含む。 

15 協力企業 

  運営企業において出資をせず、運営企業から本事業の一部の業務について委託を受け

る企業のこと。 

16 運営開始日 

  ＰＦＩ法第 14条第２項に基づき運営権の効力が発生した日のこと。 

17 投資 

  運営権者が行う設備等の更新を含む修繕及び改修、町に所有権が帰属する備品・什器

の購入のこと。 

18 不可抗力 

  地震、暴風、豪雨、洪水、高潮、津波、地滑り、落盤その他の自然災害等、疫病その

他の公衆衛生上の事態又は火災、騒擾、騒乱若しくは暴動その他の人為的な現象のう

ち、通常の予見可能な範囲外のものであって、町又は運営権者のいずれの責めにも帰さ

ないものをいう。ただし、法令等の変更は不可抗力に含まれない。 
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別紙２ 運営権対価の支払方法 

 

１ 支払額 

 運営権対価を 20で除した額の千円未満を切り上げた額を、各回において支払われるべき

運営権対価（以下「運営権対価分割金」という。）とする。 

 なお、本契約の第 48条に基づき本契約が解除された場合、運営権者は、解除された年度

の翌年度から本契約書の冒頭４に定める満了日までの間の運営権対価分割金を町に対し、

町の指示に従い一括で支払わなければならない。 

 

２ 支払方法及び支払手続 

 町は、運営権対価分割金の支払期限の 20日前までに、運営権者に対して請求書を送付す

る。運営権者は、町に対して、本事業期間にわたり、各事業年度の初日の営業日の前日まで

に、当該事業年度にかかる運営権対価分割金並びにこれにかかる消費税及び地方消費税相

当額を、町が指定する銀行口座に振り込む方法により支払う。 

 

３ 消費税及び地方消費税相当額 

 運営権対価分割金にかかる消費税及び地方消費税相当額の計算については、第１回目の

運営権対価分割金の支払時点において適用される税率により計算されるものとする。 

 

 

 


